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次の〔資料Ⅰ〕～〔資料Ⅲ〕に基づき，以下の 問 1 および 問 2 に答えなさい。

〔資料Ⅰ〕

前期末の個別貸借対照表における純資産の部の株主資本は，以下のとおりである。
（単位：千円）

　個別貸借対照表（抜粋）　
純資産の部
Ⅰ　株主資本
　 1　資本金 200,000
　 2 　資本剰余金
　　⑴　資本準備金 20,000
　　⑵　その他資本剰余金 2,000
　　　　　　　資本剰余金合計 22,000
　 3 　利益剰余金
　　⑴　利益準備金 15,000
　　⑵　その他利益剰余金
　　　　　繰越利益剰余金 13,000
　　　　　　　利益剰余金合計 28,000
　 4 　自己株式 △ 10,000
　　　　　　　　株主資本合計 240,000

〔資料Ⅱ〕

当期中に，保有する自己株式 10,000 株（帳簿価額＠ 1,000 円）を 1株につき 700 円で処分し，

代金が当座預金に払い込まれた。

〔資料Ⅲ〕

ア．資本金　　イ．資本準備金　　ウ．その他資本剰余金　　エ．利益準備金

オ．繰越利益剰余金　　カ．自己株式

〔資料Ⅱ〕の取引の仕訳について，解答欄の〈　　〉内に適切な勘定科目，（　　）内に適切な金

額を記入しなさい。また，その処理を行う理由を自己株式の性格に照らして説明しなさい。な

お，仕訳の勘定科目については，〔資料Ⅲ〕に示す勘定科目の記号を解答欄に記入すること。

当期末に行う株主資本に関する整理仕訳について，解答欄の〈　　〉内に適切な勘定科目，

（　　）内に適切な金額を記入しなさい。また，その処理を行う理由を説明しなさい。ただし，

期中の資本取引は〔資料Ⅱ〕の取引以外には発生していないものとする。なお，仕訳の勘定科目

については，〔資料Ⅲ〕に示す勘定科目の記号を解答欄に記入すること。
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資産の除去に関して一定の負担義務がある場合，その会計処理には，引当金を計上する方

法と資産除去債務を計上する方法が考えられる。次の〔資料〕に基づき，以下の 問 1 およ

び 問 2 に答えなさい。なお，計算上，端数が生じる場合，その都度円未満を四捨五入す

ること。

〔資料〕

1．当社（決算は年 1回，決算日は 3月 31 日）は，Ｘ1年 4 月 1 日に，機械を 900,000 円で取得し

た。この機械の耐用年数は 3年である。

2．当社は，この機械を，耐用年数が経過した直後に除去する予定であり，除去に必要な支出額を

負担する法的義務がある。

3．この機械の除去に必要な支出額は 75,000 円と見積もられている。なお，この見積額は，Ｘ1

年 4月 1日からＸ3年 3月 31 日まで変更はない。

4．割引率は 3％とする。なお，この割引率は，Ｘ1年 4月 1日からＸ3年 3月 31 日まで変動はな

い。

5．この機械の除去に必要な支出額について引当金を計上する場合，Ｘ2年 3 月 31 日における計

上額は次のように計算することができる。

（計算方法）75,000 円÷ 3年＝ 25,000 円　　25,000 円÷1.032 ≒ 23,564.9 円

引当金の計上額　　23,565 円

⑴　上記の機械について，「資産除去債務に関する会計基準」に従って資産除去債務を計上する場

合，Ｘ2年 3月 31 日における資産除去債務の額を計算しなさい。

⑵　「資産除去債務に関する会計基準」において，引当金を計上する方法ではなく，資産除去債務を

計上する方法が採用されている理由を説明しなさい。

⑴　上記の機械について，Ｘ3年 3月決算期に計上すべき，時の経過による資産除去債務の調整額

を計算しなさい。

⑵　「資産除去債務に関する会計基準」において，時の経過による資産除去債務の調整額は，財務費

用とはみなされていない。その理由を説明しなさい。
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